
土砂災害に関する避難計画を定めるにあたっての留意点

　土砂災害（特別）警戒区域内にある社会福祉施設において避難計画を策定される際には、最低限以下の事項を計画中に定めて下さい。

○防災体制
取得した情報に応じ、以下の体制を発令して活動を行う。
	体制
	タイミング
	活動内容

	注意体制
	・大雨洪水注意報の発表

	・注意体制発令を従業員等に周知

	
	
	・気象情報、洪水予報等の情報収集

	警戒体制
	・大雨洪水警報の発表

	・警戒体制発令を従業員等に周知

	
	
	・気象情報、洪水予報等の情報収集

	
	
	・避難誘導資材の準備

	
	
	・利用者等への情報の周知

	非常体制
	・避難準備情報等の発令
・大雨特別警報の発表

・土砂災害警戒情報の発表
・危険の前兆を確認
	・非常体制発令を従業員等に周知

	
	
	・気象・洪水・土砂情報、周辺情報の収集、
周知

	
	
	・利用者等の避難誘導
（未避難者等の確認を含む）

	
	
	・関係機関への避難（開始）報告


○情報収集及び伝達
（１）情報収集
気象情報、土砂災害に関する情報、土砂災害警戒情報、避難準備情報等の主な収集方法は、以下のとおりとする。
１）気象情報・土砂災害に関する情報・土砂災害警戒情報

　テレビ、ラジオ、インターネット
　　　　　　　　　岐阜地方気象台HP：http://www.jma-net.go.jp/gifu/
岐阜県HP：http://alert.sabo.pref.gifu.lg.jp/
２）避難準備情報等

　　岐阜市からメール：http://www.city.gifu.lg.jp/4074.htm
　　防災行政無線、テレビ、ラジオ、インターネット、広報車
（２）情報伝達
１）利用者等　　利用者（勤務者含む）に、館内放送、ハンドマイク等により周知

２）関係機関　　避難の開始時及び完了時は、岐阜市に報告

　　　　　　　○○市□□課　電話○○○－○○○－○○○○

　　　　　　　　「これより●●避難所へ避難します」、「避難を完了しました」
○避難誘導
・避難開始時期　 非常体制の発令又は移行時
・避難場所　　　 岐阜市●●避難所
※既に屋外に移動することが危険な場合は、土砂災害の危険のある斜面と反対側の２階以上の施設の部屋等に避難することも検討する。
※避難経路は、土砂災害以外に浸水等の状況も考慮して安全なルートを複数選定し、防災マップ等を作成しておく
○防災教育及び訓練の実施
施設の従業員に対し、出水期の前に、年１回以上の研修及び訓練を行う。
研修：情報収集・伝達等の避難計画の内容に関する研修
訓練：避難誘導に関する実地又は机上の訓練
○上記を実施するための施設内の役割分担

　　施設の管理者は、土砂災害時の避難確保を行うために以下の組織を編成する。

　　　１）統括管理者（1名）

　　　　　　統括：□□　□□　　土砂災害時における対応の指揮命令・監督等に関する一切の権限を有し、組織を統括する。

２）総括・情報班

　　　　　　班長：□□　△△　　気象情報、土砂災害に関する情報などを収集するとともに、利用者に対し避難情報を提供する。

３）避難誘導班

　　　　　　班長：□□　△△　　避難誘導の実施や未避難者、要救助者の確認等を行う。
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